
平成２６年版労働経済の分析（労働経済白書）のポイント 
～人材力の最大発揮に向けて～ 

 
○ 人材こそが日本が世界に誇る最大の資源である。全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できる

｢全員参加の社会｣の構築には、働き手の数（量）の確保と労働生産性（質）の向上の実現が求められる。 
○ こうした問題意識を踏まえ、白書では、労働者を育成し、その就労意欲を引き出すことによって、企業の

成長へとつなげていく人材マネジメントについて分析するとともに、職業経験を通じた人的資本の蓄積に
よって職業能力をさらに高め、安定した生活を送ることのできる職業生涯を通じたキャリア形成に関して
分析を行った。 

問題意識 

雇用・失業、賃金、労働時間、物価・勤労者家計、労使関係について、2013 年の動向を中心に分析。 

第１章 労働経済の推移と特徴 

・2014 年1 ～3 月期には完全失業率が3.6 ％となり、有効求人倍率が1.05 倍となるなど 
   、雇用情勢は着実に改善しており、人手不足感が高まっている。なお、 2014 年７月 
   の有効求人倍率は1.10 倍と６月に続き22 年ぶりの水準となっている。 
・過去の景気回復期と比較して、今回は、所定外労働時間だけでなく就業者数が増加 
 したことが大きな特徴。その内訳をみると、非正規雇用労働者が大きく増加する一方  
 で、正規雇用労働者は減少した。 
・2014 年の春季労使交渉では、景気回復に伴い企業収益・雇用情勢の改善がみられた  
 こともあって、多くの企業でベースアップを含めた賃上げの回答が行われた。 

雇用増、
賃金上昇
に向けた
動き 

企業を取り巻く競争環境が変化する中、労働者を育成し、その就労意欲を引き出すことによって、企業の成長へ
とつなげていく人材マネジメントについて分析。 

第２章 企業における人材マネジメントの動向と課題 

・グローバル化やIT を始めとする技術革新の進展、経営の不確実性の増大など、企業を取り巻く 

 競争環境が変化する中、正規雇用労働者のみならず、様々な雇用形態で働く労働者が増加して 

 いる。 

・就労意欲を引き出し、競争力を高めることが企業に求められている。労働者の就労意欲が高い   

 と考えている企業では、労働者の定着率が高くなるとともに、労働生産性や売上高経常利益率  

 も高い傾向にある。 

・このような企業では、就労意欲が低いと考えている企業と比べ、雇用形態にかかわらず、積極 

 的な雇用管理に取り組んでいる。 

 

企業を成長
させる人材
マネジメン
トについて 

様々な雇用形態で働く労働者が増加している中、職業経験を通じた人的資本の蓄積によって職業能力をさらに高
め、安定した生活を送ることのできる職業生涯を通じたキャリア形成に関して分析。 

第３章 職業生涯を通じたキャリア形成 

・我が国における職業キャリアの現状をみると、男性では初職から離職せずに就業し続ける割合 

 が高いが、女性では男性に比べその割合は低い。 

・一方、職業生涯の中で転職を繰り返す者が一定割合存在し、高所得者層では積極的に転職を行 

 っている層がみられる。   

・非正規雇用から正規雇用への移行においては、年齢が若いほど正規雇用への移行可能性が高く   

 なっている。 

我が国の 
職業キャリ
ア形成につ
いて 

 

○ 経済の好循環の実現に向け、企業収益の拡大を持続的な賃金上昇につなげていくために、労働生産性を高めて

いくことが重要である。 

○ 多様な労働者に積極的な雇用管理を行い、就労意欲を引き出す人材マネジメントが、企業を成長させるととも

に、我が国の経済成長を高めていく。 

○ 持続的な職業キャリアを通じた人的資本の蓄積によって職業能力を高めることが、人々の職業生活を安定 

  させるとともに、我が国の経済社会の基盤を強固にしていく。 

 

まとめ 
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着実に改善した雇用情勢 

ủ ⅜ │⁸2008 ≢◒♇ꜛ◦ⱴfiכꜞ─ ⌐ ⇔√ ⁸2009 ⌐  
 ╣⇔≡ ∟ ⇔⌐ ∂⁸2011 ─ ⌐╟╢ ⌂ ∟ ╖╩ ╡ ⅎ 
 ≡⁸ ╩ ⇔≡⅝√⁹2012 ⅛╠ ⌐ ℮ ─  
 ⌐╟╡ ™ ⅝≤⌂∫√╙──⁸2013 ⌐ ∫≡⁸ ┼─ ⅛╠ ⅜  
 ╪∞↓≤ ╩ ⌐ ╛ ─ⱴ▬fi♪⅜ ⇔⁸ ⅜↑╪ ∆╢ ≢ │  
 ∟ ⇔⌐ ∂⁸ ≢│ ╛⅛⌂ ⌐№╢⁹ 
ủ  ─ ⅜ ∆╢ ≢ ╙ ⇔⁸↓℮⇔√ ╢™ ⅝│ ⌐ 
 ╙ ⇔≡™╢⁹ │2013 ⌐ ⅛ ┬╡⌐4.0 ╩ ╡⁸  
 ╙2013 11 ⌐ ⅛ ┬╡⌐ ╩ ⅎ√⁹2014 ⌐│  
 ⅜3.6 ⁸ ⅜1.05 ≤⌂╢⌂≥⁸ │ ⌐ ⇔≡⅔╡⁸ 
 ⅜ ╕∫≡™╢⁹⌂⅔⁸2014 ─ │1.10 ≤ ⌐ ⅝ 
 22 ┬╡─ ≤⌂∫≡™╢⁹ 
 

（完全失業率と求人倍率の推移） 

資料出所 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」 
   （注） データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。なお、2012年7～9月期から 
      2012年10～12月期については暫定。        

        

 

 2014 1 3 ⌐│ ⅜3.6 ⁸ ⅜1.05 ≤⌂╢⌂
≥⁸ │ ⌐ ⇔≡⅔╡⁸ ⅜ ╕∫≡™╢⁹ 
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大幅に増加した雇用 

 ─ │⁸ ─ ≤ ⇔≡⁸ ∞
↑≢⌂ↄ ⅜ ⇔√↓≤⅜ ⅝⌂ ⁹ 

就業者数 

所定内労働時間 

所定外労働時間 

（％） 

（過去の景気回復期と比較した生産と労働投入の関係） 

資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「労働力調査」、 
                    経済産業省「鉱工業指数」「全産業活動指数」 「第3次産業活動指数」をもとに 
                    厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成 

ủ ≤ ⌐≈™≡⁸ ─ ≤ ⇔≡╖╢⁹ ─ │⁸ 
 ⌐≈™≡│⁸ ─ ⅜ ⌐≤≥╕∫≡™╢↓≤≢№╢⁹╕√⁸  
 ⌐≈™≡│⁸ ⅜ ⅝ↄ ╕╢ ≢ ╙ ⇔≡⅔╡⁸ ≢╙  
 ⅜ ⅝ↄ ⇔≡™╢⁹ 
  ↓─╟℮⌐╖╢≤⁸ ─ ≢│⁸ ∞↑≢⌂ↄ⁸  
 ⅜ ⇔√↓≤⅜ ⅝⌂ ≤™ⅎ╢⁹∕─ ╩╖╢≤⁸ ⅜  
 ⅝ↄ ∆╢ ≢⁸ │ ⇔√⁹  
ủ 2013 ─ │⁸ 50 ≤6 ┬╡⌐ ⅝ↄ ⇔√⁹↓─  
 ─ ⌐≈™≡⁸ ⁸ ⌐╖≡╖╢⁹ 
  ⌐ ─ ╩╖╢≤⁸ ⌐ ™ ⅜ ⇔≡™╢ ,  
 ╛⁸ , ⁸ ┼─ ⅝╩ ⌐ ⅜ ⇔√↓≤ ⌐╟╢ 
 , ☻ⱦכ◘ ≢─ ⅜ ≤⌂∫≡™╢⁹ , ⁸ , ⁸  
 , ☻ⱦכ◘ ⌐⅔↑╢ │ ⌐ ⌐╟╢╙─≢№╢⅜⁸ , ⁸ 
 , ⌐≈™≡│ ╙ ⇔≡™╢↓≤⅜ ≤⌂∫≡™╢⁹ 
  ⌐╖╢≤⁸ ה ה ⁸ ╛☻ⱦכ◘ ≤™∫√ 
☻ⱦכ◘  ⁸ ≢ ⅝ↄ ⇔≡™╢⁹ 
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①主な産業別 
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②職業別 （万人） 

（万人） 

（2013年の産業別・職業別雇用者数の前年差） 
  

資料出所 総務省統計局「労働力調査」 「労働力調査（詳細集計）」 
  

（％） （％） 
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（％） 

（年） 

人口に占める正規雇用労働者の割合 

 ⌐ ╘╢ ─ │∕╣╒≥ ⇔≡⅔╠∏⁸ ⌐≈™
≡│⁸2003 ⅛╠2013 ⌐⅛↑≡⁸ ≢─ ─ ⅜ ╕∫≡⅝
≡™╢⁹ 

資料出所 総務省統計局 「労働力調査」「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成 

2003年 

2013年 

（％） 

（歳） 

ủ ─ ╩╖╢≤⁸ │ ╛⅛⌐ ⇔≡™╢ 
 ≢⁸ │ ─ ╩ ↑⁸╛╛ ≢ ⇔≡™╢⁹ 
ủ ↓℮⇔√ ─ ╩ ↄ√╘⁸ ≤ ─ ⌐ 
 ╘╢ ─ ⌐≈™≡╖≡╖╢⁹15 64 ⌐ ╘╢  
 ─ │⁸2005 ⅛╠2007 ⌐⅛↑≡╛╛ ╕╡⁸∕─ ⁸╒╓ ┌™≢ ⇔≡™╢⁹ 
  ⌐≈™≡│⁸2003 ⅛╠2013 ⌐⅛↑≡⁸ ≢─ ─ ⅜ ╕∫ 
 ≡⅝≡™╢⁹ 
 

3,444  3,410  3,375  3,415  3,449  3,410  3,395  3,374  3,352  3,340  3,294  

1,504  1,564  1,634  1,678  1,735  1,765  1,727  1,763  1,811  1,813  1,906  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

正規の職員・従業員 

32.6％ 33.0％ 33.5％ 
31.4％ 

34.1％ 33.7％ 

非正規の職員・従業員 

  

34.4％ 35.1％ 35.2％ 36.7％ 
30.4％ 

役員を除く雇用者に占める非
正規の職員・従業員の割合 

（万人） 

 ₈ ₉ 
2005 ⅛╠2011 ╕≢─ │⁸2010 ─ ⌐ ≠ↄ ⌐ ╡ ⅎ ⇔√ ⁹ 

   2011 ─ │⁸ ⌐╟╢ ⁹ 

（雇用形態別雇用者数の推移） 

（人口に占める正規雇用労働者の割合の推移） 

-4- 

（年） 



-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0

1.0

2.0

3.0

2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

 

 

 

 

√╡  

ủ │2011 ⁸ ≢ ⇔≡™√⅜⁸2013 │ ∟ ⇔─
⅝╩╖∑√⁹ ⌐│⁸Ɽכ♩♃▬ⱶ ─ ╕╡⌐╟╢ ╩
↑⁸ │ ⇔√╙──⁸ ⌂ ╩ ↑≡ ⅜
⇔⁸╕√ ╙ ⇔√⁹ 

ủ ⱴ◒꜡─ ┼─ ≤™℮ ≢│⁸ √╡─ ⌐ ╩ ↑№╦
∑√ ╩╖╢ ⅜№╢⁹ ⌐≈™≡╖╢≤⁸
─ ⅜ ⌐╟╢ → ╩ ∫√↓≤⌐╟╡⁸2013 ─
│ ⌐ ═≡ ⇔≡⅔╡⁸ⱴ◒꜡─ ─ ┘⌐ ⇔√≤ ⅎ╠

╣╢⁹ 
ủ 2014 ─ ⌐⅔™≡⁸ ─ ⌐ ⅎ⁸ⱬכ☻▪♇ⱪ
╩ ╘√ ─ →╩ ℮ ⅜ ↄ╖╠╣√↓≤⅛╠⁸ │ ≢╖√
╙ ∆╢↓≤⅜ ↕╣⁸ ⁸∕⇔≡ⱴ◒꜡─ ⌐╙ⱪꜝ☻
─ ⅜ ↄ↓≤⅜ ↕╣╢⁹ 

 
 

 2013 ─ │ ∟ ⇔─ ⅝╩╖∑≡™╢⁹ 
 ↕╠⌐⁸2014 ─ ⌐⅔™≡⁸ ─ ⌐ ⅎ⁸ 
ⱬכ☻▪♇ⱪ╩ ╘√ ─ →╩ ℮ ⅜ ↄ╖╠╣√⁹ 

賃金引上げの動き 

資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 総務省統計局「労働力調査」 
      「消費者物価指数」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室 
      にて作成 
（注） １）雇用者所得は、雇用者数（非農林業）×現金給与総額で算出し、実質 
      化のデフレーターは、「持家の帰属家賃を除く総合」を使用。 
    ２）現金給与総額は、調査産業計、事業所規模５人以上。 

（年） 

（前年比 ％） 
（賃上げ集計結果） （実質雇用者所得の前年比の要因分解） 
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経団連（大手） 

連合 

（年） 

（％） 

厚生労働省 

資料出所  厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」 、（一社）  
       日本経済団体連合会 「春季労使交渉・大手企業業種別妥結結果 
                     （加重平均）（最終集計）」、日本労働組合総連合会 「春季生活闘争 
       最終回答集計結果」 
（注） １）民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況の2003年以前の主要企業 
                  の集計対象は、原則として、東証又は大証１部上場企業のうち資本 
                  金20億円以上かつ従業員数1,000人以上の労働組合がある企業であ 
                   り、2004年以降の集計対象は、原則として、資本金10億円以上かつ 
                   従業員1,000人以上の労働組合がある企業である（加重平均）。 
    ２）連合の集計組合は規模計であり、299人以下の中小組合を含む。 

    ３）経団連（大手）の集計対象は、原則として東証一部上場、従業員500 
             人以上の企業である。 



ủ ⅜ ↄ⌂╢⌐≈╣≡⁸ ╙ ↄ⌂╢ ⅜№ 
 ╢↓≤⅛╠⁸ ─ ─ ⌐ ↑⁸ ─ ╩ ⌂ ⌐≈ 
 ⌂→≡™ↄ√╘⌐⁸ ╩ ╘≡™ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹ 
ủ ─ ⌐│⁸ ─ ≤⁸ ─ ≤™℮ ≈─ 
 ⅜№╡⁸ ⌐│⁸ ─ ⌂ ─IT ─ ╛ 
 ─ ⌂ ⌐╟╢ ─ ─ ╩ ╘ ₁⌂ ⅜  
 ╩ ⅎ≡™╢⁹↓↓≢│⁸IT ≤ ─ ⌐ ⇔╟℮⁹ 
ủ IT ≤ ─ ╩╖╢≤⁸ ─ ™│№╢╙──⁸  ה
 ≤╙⌐⁸IT ⅜ ↄ⌂╢╒≥ ⅜ ↄ⌂∫≡™╢↓≤⅜ 
 ⅛╢⁹╕√⁸ ─ ⅜ ↄ⌂╢╒≥⁸ ⅜ ↄ⌂╢↓≤⅜℮⅛⅜╦╣ 
 ╢⁹ 
ủ ↓─╟℮⌐⁸IT ┼─ ⌐ ⅎ⁸ ≢─ ╩ ∂√  
 ─ ⌐╟╢ ─ ─ ╩ ╡⁸ ╩ ╘≡™ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹ 

 ─ ─√╘⌐│ ╩ ╘≡™ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹ 
 ↕╠⌂╢ ─ ─√╘⌐⁸IT ┼─ ⌐ ⅎ⁸ ╩ ∂
√ ─ ⌐╟╢ ─ ─ ╩ ∫≡™ↄ↓≤⅜ ≢№╢⁹ 

賃金の上昇を可能とする環境の整備に向けて 

y = 0.6778x + 5.6918 
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IT資本装備率 

製造業 

y = 0.5415x + 5.9921 

（28.6）（187.9） 
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IT資本装備率 

非製造業 

y = 7.4866x - 1.5554 

  （3.83）  （-0.76） 
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労働の質指数 

非製造業 

y = 6.6236x - 0.497 

       （4.1）     （-0.29） 
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労働の質指数 

製造業 

資料出所 （独）経済産業研究所「JIPデータベース2013」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計 
（注） １）JIPデータベースの産業分類8-59を製造業、60-97を非製造業（データが使用できない72住宅を除く）としている。 
            ２）実質労働生産性は、実質付加価値（100万円）／マンアワー（1000人×総実労働時間）で算出し、対数変換している。 
    ３）IT資本装備率は、IT資本ストック(100万円、2000年価格)／従業者数（人）で算出し、対数変換している。 
    ４）労働の質指数は2000年=1.000としたもの。 
    ５）データは、2005年から2010年までプールしたもの。 
   
 

（IT資本装備率と労働生産性の関係） 

（労働の質と労働生産性の関係） 
   

（労働生産性と実質賃金の関係）   
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資料出所 財務省「法人企業統計調査」（年報）をもとに厚生労働省 
      労働政策担当参事官室にて推計 
（注） １）労働生産性は、従業員１人当たり付加価値をGDPデフレータで 
      実質化したもの。 
    ２）実質賃金は、名目賃金＝人件費／従業員数とした上で、 
      GDPデフレータで実質化したもの。 
    ３）1995年度から2012年度までの数値。 



ủ  ─ ↄ ╩ ⅝ ⇔⁸∕─ ╩ ↕∑╢ ⱴⱠ☺ⱷfi♩│
─ ─ ה ⌐ ⅝ↄ ∆╢⁹╕∏⁸ ─ ⅜ ╕╢↓≤│⁸
─ ⌐ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ─ │⁸ ╩ ∂√ ⌐╟∫≡
⅜ ╕╢↓≤╩ ⇔⁸ ─ ╛ ⌐╙╟™ ╩ ⅎ╢↓≤⅜ ⅎ╠

╣╢⁹ 
ủ  ↓─√╘⁸ ─ ⌐ ─ ╩╖╢≤⁸ ⅜ ™≤ ⅎ╢

≢│⁸ ⅜ ↄ⌂╢≤≤╙⌐⁸ ─ ╙ ™ ⌐№╢⁹ 
ủ  ↕╠⌐⁸╟╡ ⌐ Ɽⱨ◊כⱴfi☻╩ ∆ ≢№╢₈

₉╩╖╢≤⁸ ⅜ ™≤ ⅎ╢ ≢│⁸ │ ↄ⌂∫≡™╢
↓≤⅜℮⅛⅜ⅎ╢⁹ 

 ─ ⅜ ™≤ ⅎ╢ ≢│⁸ ─ ╛ ⅜
™≤ ⅎ╢ ⅜ ↄ⁸ ─ ╩ ∆ ╙ ™ ⅜

№╢⁹ 

就労意欲を引き出す人材マネジメントと企業パフォーマンス 
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100

高い 低い 

就労意欲 

（％） 

77.6 

68.1 

63.1 

50.3 

30
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100

高い 低い 

就労意欲 

（％） 

4.7 

3.0 

0

1
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3

4

5

高い 低い 

就労意欲 

（％） 

資料出所 （独）労働政策研究・研修機構（2014）「人材マネジメントのあり方に関する調査」を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計 
  （注）１）同調査では「貴企業における労働生産性（従業員一人当たりの付加価値）や従業員の就労意欲について、「同業他社と比べてどう評価するか」を 
       調査している。本図では、就労意欲及び労働生産性について「高い・どちらかと言えば高い」と回答した企業と「低い・どちらかと言えば低い」と回 
       答した企業に関して集計を行っている。  
     ２）入社経過年後の定着率は、「新規に採用した正社員のうち、採用後3年以上勤めている人の、採用者数に占める割合」を示す。 
     ３）売上高経常利益率は、企業の収益性の尺度であり、経常利益を売上高で除した値として定義される。 
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入社3年後の定着率 

入社10年後の定着率 

（労働者の就労意欲別にみた入社経過
年別の正社員の定着率）   

（労働者の就労意欲別にみた「同業他社
と比較して労働生産性が高い」と考える

企業割合）   

（労働者の就労意欲別にみた売上高
経常利益率の平均値）   
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就労意欲を高める人材マネジメント 
 ─ ⅜ ™≤ ⅎ╢ ≢│⁸ ⌂ ⱴⱠ☺ⱷfi♩╩ ⇔
≡™╢⁹ 

ủ  ─ ⅜ ™≤ ⅎ╢ ≤ ™≤ ⅎ╢ ─ ─ ™╩╖╢ 
 ≤⁸ ⅜ ™≤ ⅎ≡™╢ ≢│⁸ ⌐⅛⅛╦╡⌂ↄ⁸ ⌂  
 ⌐ ⌐ ╡ ╪≢™╢⁹ 
ủ  ≢│⁸₈ ⁸ ה ≢─ ─ ⁸ ₉⁸ 
 ₈ ─ ╛◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi─ ₉⁸₈ ⌂ ─ ה ₉⁸ 
 ₈ ─ ₉⁸₈ ─ ⁸ ⌐ ∆╢ ─ ₉ 
 ≤™∫√ ≢ ⌐ ⅜╖╠╣╢⁹ 
ủ  ≢│⁸₈ ╛ⱷfi♃ꜟⱫꜟ☻ ₉⁸₈  
 ─ ⁸ ⌐ ∆╢ ─ ₉⁸₈ ─ ₉⌐ ⅜╖╠╣╢⁹ 
ủ  ╕√⁸ ─ ─ ™╩╖≡™ↄ≤⁸ ⅜ ™≤ ⅎ╢ ≢│₈  
 ─ ⌐ ∆╢ ה ₉⁸₈ ⌐╟╢ ≠↑₉⁸₈  
ה  ⌂OJT₉⁸₈ ⌂ ₉⌂≥⌐ ╡ ╪≢™╢⁹ 
ủ  ↓─╟℮⌐⁸ ⌂ ⌐ ⇔≡ ™ ╩ ™⁸ ╩ ⅝ ∆  
 ⱴⱠ☺ⱷfi♩│⁸ ─ ─ ≤⌂╢⁹↕╠⌐⁸↓℮⇔√ ⌐╟∫≡ 
 ⱴ◒꜡⌂ ─ ⌐╙≈⌂⅜╣┌⁸ ─ ─ ⌐╟∫≡ ⅜ ─  
 ⌐╙ ∆╢↓≤⅜ ↕╣╢⁹ 
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資料出所 （独）労働政策研究・研修機構（2014）「人材マネジメントのあり方に関する調査」により厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成 
   （注） 棒グラフは、従業員の就労意欲が高い、または低いと考える企業別に、各項目に取り組んでいる企業割合を計算し、その差（就労意欲が 
      高い企業割合－低い企業割合）をポイント差として示している。 
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（就労意欲が高いと考える企業と低いと考える企業の 
雇用管理のポイント差）   

（就労意欲が高いと考える企業と低いと考える企業の 
人材育成のポイント差）   



我が国の職業キャリアの現状 

 ≢│⁸50 ┌╕≢ ⅜ ⅛╠ ∆╢↓≤⌂ↄ ⇔ ↑≡
™╢⁹ ≢│⁸ ⅛╠ ∑∏⌐ ⇔ ↑≡™╢ │ ╟╡ ⌂™⁹ 
 │⁸ ⌐ ≢⁸ ⇔≡™╢⁹ 

ủ ≢│⁸30 ⅛╠50 ┌╕≢│⁸ ⅜ ⅛╠ ∆╢↓≤⌂ↄ
╩ ⇔≡™╢⁹ 

ủ ≢│⁸ ⅛╠ ⌂ↄ ╩ ↑≡™╢ ─ │30 ⅛╠50 ┌
╕≢⅔╟∕ ≢⁸ ⅛╠ ∑∏⌐ ⇔ ↑≡™╢ │ ╟╡ ⌂™⁹ 

ủ ↔≤⌐ ─20 ⅛╠─ ╩╖╢≤⁸ ≤╙⌐⁸
│ ╛⅛⌐ ⇔≡⅝√⅜⁸1967 10 1972 9 ╕╣─ ╩ ≤

⇔≡⁸∕─ ─ ≢│ ⇔≡⅔╡⁸ ⌐ ≢│⁸1977 10 1982 9 ╕
╣─ ≢⁸30 ╕≢─ ⅜⁸1952 10 1957 9 ╕╣─
╩ ∫≡™╢⁹ 
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（年齢別初職からの離職回数） 

 ₈ 24 ₉─ ╩ ⌐≡  
  ( )  ⅜ ≢№╢ ╩₈ ₉⁸ ⅜ ≢№╢ ╩₈ ₉⁸∕─ ⅜ ≢№╢ ╩₈ ₉≤⇔√⁹ 
     ─ ⅜ ⌂ │⁸ ⅛╠ ™√⁹ 

20

30

40

50

60

70

80

90

30歳台前半 30歳台後半 40歳台前半 40歳台後半 50歳台前半 50歳台後半 

⁸ │ ─ ה   

1952 10 1957 ╕╣ 

1957 10 1962 ╕╣ 

1962 10 1967 ╕╣ 

1967 10 1972 ╕╣ 

1972 10 1977 ╕╣ 

1977 10 1982 ╕╣ 

20

30

40

50

60

70

80

90

30歳台前半 30歳台後半 40歳台前半 40歳台後半 50歳台前半 50歳台後半 

⁸ │ ─ ה   

1977 10 1982 ╕╣ 

1972 10 1977 ╕╣ 

1952 10 1957 ╕╣ 

1962 10 1967 ╕╣ 

1957 10 1962 ╕╣ 

1967 10 1972 ╕╣ 

（世代ごとにみた20歳台後半からの継続就業率） 

 ₈ ₉─ ╩ ⌐≡ ⇔  
  ( )  20 ⅛╠ ⇔≡™╢ ─ ╩20 ─ ≢─ ≢ ⇔√ ⁹ 

 

（歳） （歳） 



 円滑な労働移動に向けて 

 ⅜ ™ ≤ ≢ ─ ⅜ ™⁹
╩╖╢≤⁸ ≢│₈ ╛ ╩ ⅛⇔√™₉⅜ ™⁹ 

 自己啓発を行っている者の方が高い所得を得ている傾向がある。 

ủ ⌐ ─ ─ ╩╖╢≤⁸⅔⅔╗⌡ ⅜500 ─
≤ 1,500 ─ ≢ ⅜ ↄ⌂∫≡™╢⁹╕√⁸ ⌐

─ ╩╖╢≤⁸ ≢│⁸₈ ╛ ╩ ⅛⇔√™₉
⅜ ↄ⌂∫≡⅔╡⁸ ╩ ⌐⁸ ⌂ ≢ ╩ ∫≡™╢ ⅜ ⇔
≡™╢≤ ⅎ╠╣╢⁹ 

ủ ─ ─ ─ ⌐ ─ ╩╖╢≤⁸
╩ ∫≡™╢ ⅜ ™ ╩ ≡™╢ ⅜ ™⁹↓╣│⁸ ™ ╩ ╢√╘⌐│
⌂ ⅜ ≢№╢↓≤╩ ⇔≡™╢⁹╕√⁸ ─ ⌐

─ ╩╖╢≤⁸ ⅜ ™ ≢│⁸ ≢ ⌐
⅜ ↄ⌂∫≡⅔╡⁸ ™ ╩ ⇔√╕╕ ╩ ⅔℮≤∆╣┌⁸ ╩ ╘╢√╘
─ ⅜ ≢№╢≤─ ⅜≢⅝╢⁹ ⁸ ⅜ ™ ≢│⁸ ⅜
≢⌂™↓≤ ⅛╠⁸ ⌂ ⅜ ⅎ≡™⌂™ ⅜№╢⁹ 

ủ ⌂ ╩ ∆╢√╘⌐│⁸ ⁸ ─ ⌐ ∆╢
─ ─ ⁸ ─ ─ ⅎ╢ ⁸ ▬fiⱨꜝ─

⅜ ≢№╢⁹ 
 

-10- 

（年収階級別初職からの転職回数が 
２回以上の者の割合） 

 ₈ 24 ₉─ ╩   
     ⌐≡  
  ( )  30 55 ─ │ ─ ה ─ ⁹ 

（年収階級別転職希望者の転職希望理由内訳） 
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販売、サービス職業に多い若年不本意非正規雇用労働者 

 ≢│ ☻ⱦכ◘ ⁸ ⁸ ⱦכ◘
☻ ≢⁸ ≢│ ⁸ ☻ⱦכ◘ ≢ ─

⅜ ↄ╖╠╣╢⁹ 

ủ  ₈ 22 ─ ⌐ ∆╢ ₉⌐╟╣┌⁸₈  
 ≤⇔≡ ↑╢ ⅜⌂⅛∫√⅛╠₉≤∆╢⁸™╦╝╢₈ ₉ 
 │⁸ ─℮∟⁸⅔╟∕ ⇔≡™╢⁹ 
ủ  ↓℮⇔√ ─ ה ─ ╩⁸ ₈  
 24 ₉─ ⅛╠╖╢≤⁸15 ⅛╠24 ≢│ ,  
☻ⱦכ◘  ⁸ , ≢ ─ ⅜ ™⁹╕√⁸ ⌐╖╢≤⁸ 
 ⌐≈™≡│ ⁸ ☻ⱦכ◘ ≤™∫√ ≢ ↄ╖╠╣╢⁹╕√⁸25 ⅛ 
 ╠34 ≢│⁸ ⁸ , ⁸ , ⁸ ☻ⱦכ◘ ⌐ ↕╣ 
 ⌂™╙─ ≤™∫√ ≢ ↄ⁸ ⌐╖╢≤ ה ⁸  
 ⁸ ⁸ ה ה ≤ ™ ≢⁸∕─ ⅜ 
 ↄ⌂∫≡™╢⁹ 

資料出所 総務省統計局｢平成24年就業構造基本調査」の調査票情報を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計 
   （注）１）不本意非正規割合が５％を超える産業・職業について掲載している。 
      ２）年齢別の不本意非正規は、個々の職種・業種に占める不本意非正規割合（不本意非正規雇用労働者数／職種・業種内の全非正規雇用労働者 
        数）を算出した。 

（年齢別・産業別の不本意非正規割合） （年齢別・職業別の不本意非正規割合） 
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正規移行率 

離職率（右目盛り） 

（％） （％） 

 
23.4% 

 
8.9% 

（前職が非正規雇用の者が、転職後、正規雇用に就く割合（職業詳細区分別）と離職率） 

資料出所 総務省統計局｢平成24年就業構造基本調査」の調査票情報を 
       厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計 
 （注） 産業・職業別の正規移行率（過去5年以内に離職し、現在、当該職の仕事に就いている有業者のうち、正規雇用として勤めている者の   
     割合）及び離職率（当該職業の雇用者に占める、過去5年以内に離職した者の割合）を掲載している。 
      
ủ ⅜ ─ ⅜ ┼≤ ∆╢ ⌐│⁸ ה ≢  
 ∆╢ ⅜ ™⁹∕─ ≢╙ ⌐⁸ ⌐╖╢≤⁸ ⁸  
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ủ ↓─╟℮⌐⁸ ₁─ ╛ ⌐ ∆╢ ⌂ ╛ ⅜ ┼≤  
 ∆╢ ⌐ ↕╣≡™╢ ⅜№╢⁹ 
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前職の
職業か
らの正
規雇用
移行率 

現職の職業 

うち 

専門・
技術的 

職業 

うち 

事務 
うち 

販売 
うち 

サービス 

うち 

生産工
程 

うち 

輸送・ 

機械運
転 

うち 

建設・ 

採掘 

前
職
の
職
業 

専門・ 
技術的
職業 

33.0 21.3 4.7 1.6 2.2 1.8 0.2 0.2 

事務 20.2 2.2 11.4 2.2 2.1 1.2 0.3 0.2 

販売 22.0 2.3 4.4 6.7 4.0 2.2 0.6 0.5 

サービ
ス 

22.3 3.6 3.4 3.1 8.0 1.9 0.6 0.6 

生産 
工程 

22.3 1.3 2.2 1.6 3.4 9.1 1.1 1.5 

輸送・
機械 
運転 

34.0 0.2 1.8 1.4 1.4 3.6 20.2 1.2 

建設・
採掘 

29.1 1.3 0.8 2.2 0.5 4.8 2.9 12.8 

（前職が非正規雇用の者が、転職後、 
正規雇用に就く割合（職業別）） 

（％） 
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 26.6 13.0 2.8 0.3 2.2 2.2 0.7 0.4 0.9 0.4 0.0 1.2 

 22.7 1.9 9.3 0.3 1.8 2.3 0.5 0.2 0.5 0.6 0.1 3.1 

 19.6 1.1 2.8 6.0 0.4 1.5 0.4 0.6 0.8 0.4 0.6 1.4 

 24.7 1.6 3.0 0.6 10.2 2.4 0.4 0.7 0.1 0.5 0.4 2.1 

 19.2 1.1 2.5 0.6 0.9 5.7 0.9 0.3 0.4 0.8 0.4 3.6 

 18.2 0.9 1.4 0.4 0.6 2.9 4.4 1.1 0.8 0.1 0.3 3.5 

 
24.2 1.0 3.4 0.4 2.2 3.2 1.3 2.1 1.9 0.4 0.5 3.5 

ה ⱦכ◘
☻  

28.5 2.3 4.9 2.4 0.2 3.1 0.7 1.1 4.5 1.1 3.1 3.1 

☻ⱦכ◘  
20.0 1.0 2.6 0.5 1.0 2.9 1.1 0.3 0.8 2.9 0.6 4.6 

 
26.9 0.3 2.0 1.0 0.7 2.1 0.4 0.1 1.9 0.2 13.1 3.9 

 27.0 0.5 0.6 0.3 0.4 1.1 0.5 0.3 0.3 0.2 0.9 20.9 

（前職が非正規雇用の者が、転職後、 
  正規雇用に就く割合（産業別）） 

（％） 

 ⅛╠ ┼≤ ∆╢ ⅜ ™ ≤⇔≡⁸ ,  
ה ☻ⱦכ◘ ⁸ ⁸ ⁸ ⅜№→╠╣⁸

≢│ ⁸ ⁸ ⅜№→╠╣╢⁹ 

非正規雇用から正規雇用へと移行しやすい産業・職業の特徴 
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（％） 

（前職非正規雇用から正規雇用への移行要因の分析） 
（プロビット分析） 

 ⅜ ™╒≥ ┼─ ⅜ ↄ⁸╕√ ─ ─ ⁸
≢─ ⁸ ⌐╟╢ ┘ ⇔ ⅜⁸ ┼─ ⌐ ⇔≡™╢⁹ 

非正規雇用から正規雇用への移行に向けて 

資料出所 総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」の調査票情報をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計 
   （注）１）有意水準が10％未満の要因について上図にまとめている。 
      ２）上図の値は、分析結果の「限界効果」を指し、各要因の括弧に示される「ベース」と比較した正規移行確率の差を示している。 
        例えば、年齢が２０歳から２４歳であれば、前職が非正規雇用であった60歳以上層と比較し、20.3％高い確率で正規雇用に移行できる可能性を表す。 
        このため、ベースの異なる要因間の限界効果の比較には意味がないことに留意が必要。 

ủ ┼≤ ⇔√ ─ ╩ ⌐ ∆╢≤⁸ ⅜ ™╒≥ ┼ 
 ─ ⅜ ™↓≤⅜ ⅛╢⁹╕√⁸ ⅜ ─ ─ ⌐╖╢≤⁸ 
 ─ ≢─ ⅜ 10 ─ ≢ ╙ ┼≤ ⇔╛∆™⁹ 
ủ  ─ ⌐≈™≡╖≡™ↄ≤⁸ ─℮∟ ה ┼─ ⁸ 
ה  ⅜№→╠╣╢≤≤╙⌐⁸ ⌐╟╢ ┼─ ≤⇔≡─  
ה  ─ ─ ⅜ ╙ ⅝⌂ⱪꜝ☻─ ╩ ∫≡™╢↓≤⅜ ╠⅛≤ 
 ⌂∫√⁹↕╠⌐⁸ ⁸ ≤⇔≡ ⌐ ™√ │⁸ ⌐  
 ─ ⌐ ™√≤⇔≡╙⁸∕─ ⁸ ─ ╩ ╛∆™↓≤⅜ ↕╣≡™╢⁹ 
ủ  ↓─√╘⁸Ɫ꜡כ꞉כ◒╩ ╘≤⇔√ ⌂ ⌐╟∫≡⁸ ╩  
 ─ ┼≤ ┘≈↑╢↓≤⅜ ╩ ∂√ ◐ꜗꜞ▪─ ⌐ ≢№╢≤≤╙ 
 ⌐⁸ ─ ⌐ ↑√ ⌂ ╩ ↕∑╢⌂≥⁸ ⌂  
 ╩ ⇔≡™ↄ↓≤⅜⁸ ╩ ∂√ ─ ⌐≈⌂⅜∫≡™ↄ⁹ 

-13- 


